７．外国人技能実習制度、新しい在留資格「特定技能」の適正な運用

＜自治体・監督署・出入国管理局・実習機構・地方議員への要請項目＞
外国人技能実習生、特定技能外国人の死亡・失踪、監理団体や登録支援機関、受け入れ企業による不正行為の根絶、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上」の実効的な確保
外国人技能実習生、特定技能外国人の死亡・失踪、監理団体や登録支援機関、受け入れ企業（実習実施者、特定技能所属機関）による不正行為の根絶に向け、死亡・失踪、不正行為の事例について迅速に情報を公開し、適切な対応を行うこと。（補強）
地域で働く外国人技能実習生や特定技能外国人に対する報酬については、単に法定最低賃金（地域別最低賃金、特定最低賃金）を上回っているだけでなく、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上」が実効的に確保されているかどうか、受け入れ企業から提出される「技能実習生の報酬に関する説明書」や「特定技能外国人に対する報酬の支払状況」などの書類のチェックとともに、ハローワークにおける募集賃金など地域の賃金水準に比べ適正かどうか、チェックを行っていくこと。（補強）

＜労働組合としての活動＞
外国人材の生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条件と良好な職場環境・生活環境の確保に向けた労働組合としての働きかけ･･･新規
労働組合として、定期的に地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所との情報交換・意見交換を行っていく。外国人技能実習生、特定技能外国人の死亡・失踪、監理団体や登録支援機関、受け入れ企業による不正行為の状況、賃金水準なども含め確認していく。

　背景説明
2019年10月末の厚生労働省「外国人雇用状況」によれば、外国人労働者数は前年比13.6％増の1,658,804人となっています。中でも青森、宮城、奈良、岡山、高知、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄では、前年比２割以上の増加となっています。このうち技能実習生は383,978人で前年比24.5％増、山形、東京、新潟、山梨、京都、兵庫、奈良、和歌山、鹿児島、沖縄では３割を超える増加となっています。また留学生は全体で6.6％増ですが、青森、高知が４割台、宮城、福井、山梨、鳥取、島根では３割台の増加率となっていることにとくに留意する必要があります。
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外国人技能実習制度については、法務省の「技能実習制度の運用に関するプロジェクトチーム」の報告書（2019年３月）でも明らかなように、外国人技能実習生の死亡・失踪、監理団体や受け入れ企業による不正行為が数多く発生しています。2017年の新しい制度発足以降も、団体監理型技能実習生の不法残留者は増加の一途をたどっています。
2019年11月、出入国在留管理庁は、「失踪技能実習生を減少させるための施策」を発表しましたが、失踪の主な原因を、賃金の不払いなど受け入れ企業側の不適正な取り扱いや、入国時に支払った費用の回収など技能実習生側の経済的な事情にあるとの認識に立って、
・失踪者を出した送出機関、監理団体、受け入れ企業に対し、帰責性などを踏まえて技能実習生の新規受け入れを停止。
・送出国におけるブローカー対策を促すなど、二国間取り決めに基づく対応の強化。
・失踪技能実習生を雇用した企業名の公表の検討。
・技能実習生からも処遇状況についてヒアリング。
・在留カード番号などを活用した不法就労の摘発の強化。
などを行うことにしています。地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所に対し、労働組合として強く問題意識を示していくことが、外国人材の生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条件、良好な職場環境・生活環境の確保にとって不可欠となっています。
なお、これらの諸機関が労働組合との情報交換・意見交換に応じない場合、必要な情報が提供されない場合には、金属労協本部に連絡します。
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2019年４月、新たな在留資格「特定技能」が導入されました。中小・小規模事業者をはじめとする人手不足の深刻化に対応するため、生産性向上や国内人材の確保のための取り組みを行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業分野において、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていくことになっており、現在、14分野（介護、ビルクリーニング、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業）で就労が認められています。対象産業（特定産業分野）として認められるためには、行われてきた生産性向上や国内人材確保のための取り組み、受け入れの必要性などを明示していく必要がありますが、実際にはほとんど根拠が示されていない産業も含まれています。2019年12月末時点で、受け入れは1,621人となっていますが、拙速に導入された制度によって外国人材に関する歪みがさらに拡大しないよう、労働組合として監視していくことが重要です。
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＜自治体・地方議員への要請項目＞
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」の実践
地方自治体が政府の策定した「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（2019年12月改訂）」を実践するにあたり、労働組合との連携を強化すること。
外国人の生活支援については、「地方創生推進交付金」を活用し、集住都市などにおける先進的・優良な取り組み事例を参考にしながら、取り組んでいくこと。（補強）

　背景説明
2019年12月、政府は前年12月に策定した「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」の改訂を行い、特定技能外国人の大都市圏など特定地域への集中防止策や、外国人共生センターの設置、留学生の在留資格審査の厳格化、技能実習生の失踪防止のための取り組み強化などが盛り込まれました。
また地方自治体に対しては、地方創生推進交付金を活用した、外国人材の受け入れ支援や共生支援の自主的・主体的で先導的な取り組みを求めています。総務省「多文化共生の推進に関する研究会」の会議資料や報告書では集住都市などにおける先進事例が紹介されており、こうした事例を参考にしながら、各自治体において取り組みを進めていくことが重要です。
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(人・％)

2019年1月1日対比

62,818 65,270 66,498 74,167 79,013 6.5

42,478 44,167 44,592 47,399 49,901 5.3

5,904 6,518 6,914 9,366 10,855 15.9

うち団体監理型１年目 2,439 2,741 2,894 4,015 4,547 13.3

　　　　　　　２､３年目 3,413 3,748 3,988 5,318 6,263 17.8

　　　　　　　４､５年目 － － 0 0 18 0.0

1,633 1,910 2,286 4,224 5,346 26.6

3,422 3,807 4,100 4,708 4,807 2.1

3,433 3,287 3,092 2,946 2,782 △ 5.6

5,948 5,581 5,514 5,524 5,322 △ 3.7

(注)1.「留学」には、不法残留となった時点での在留資格が「就学」であった者も含まれる。

　　2.資料出所：法務省資料より金属労協政策企画局で作成。

日本人の配偶者等

その他

資料46　在留資格別の不法残留者数の推移

総　数

短期滞在

技能実習

特定活動

留　学

在留資格

2016年

1月1日

2017年

1月1日

2018年

1月1日

2019年

1月1日

2019年

7月1日
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(機関・件)

項　　　目 2016年2017年2018年

不正行為機関数 239 213 112

　企業単独型 2 3 1

　団体監理型 237 210 111

　　  監理団体 35 27 7

　　  実習実施機関 202 183 104

　　　　うち機械・金属関係 14 9 2

不正行為件数 383 299 171

　技能実習計画との齟齬 38 10 3

　名義貸し 51 10 0

　偽変造文書等の行使・提供 94 73 38

　暴行・脅迫・監禁 0 4 4

　旅券・在留カードの取上げ 16 2 1

　賃金等の不払 121 139 82

　人権を著しく侵害する行為 6 3 0

　不法就労者の雇用等 23 18 6

　労働関係法令違反 13 24 12

　保証金の徴収等 4 3 16

  その他 5 5 3

資料出所：法務省資料より金属労協政策企画局で作成。

　不正行為や実習継続不可能時の報告不

　履行、監査・相談体制構築等の不履行

12 8 6

資料47　外国人技能実習における不正行為
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件数

帳簿書類の作成・備え付けに関するもの 1,904

技能実習生の待遇に関するもの 1,270

宿泊施設の不備（私有物収納設備、消火設備等の不備等）に関するもの 764

残業代が適切に支払われていなかったもの 237

食費、居住費、水道・光熱費等の技能実習生が負担する金額が適正でなかったもの 147

計画どおりの報酬が支払われていなかったもの 90

報酬の額が日本人と同等以上でなかったもの 27

手当の支給その他の方法による入国後講習に専念するための措置を講じていなかったもの 5

届出・報告に関するもの 514

技能実習を実施する体制・設備に関するもの 390

実習内容が計画と異なっていたもの 143

実習時間数が計画と異なっていたもの 134

従事させる業務が適切でないもの 98

技能実習生の保護に関するもの 21

在留カード・旅券を預かっていたもの 8

私生活の自由を不当に制限していたもの 7

4,707 合　　　計

資料48　実習実施者における内容別の違反指摘件数(2018年度）

違　反　の　内　容

(注)1.7,891の実習実施者に対する実地検査による。具体的な違反の内容は、主要なもののみ。

　　2.資料出所：金属労協政策企画局で作成。
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項　目 特定技能１号 特定技能２号 都道府県人数都道府県人数都道府県人数都道府県 人数

在留期間 北海道 85 神奈川 59 大　阪 103 福　岡 69

青　森 4 新　潟 22 兵　庫 50 佐　賀 1

岩　手 0 富　山 6 奈　良 2 長　崎 40

宮　城 5 石　川 13 和歌山 3 熊　本 41

技能水準 試験等で確認 秋　田 0 福　井 3 鳥　取 15 大　分 24

山　形 3 山　梨 10 島　根 8 宮　崎 2

福　島 9 長　野 41 岡　山 16 鹿児島 19

茨　城 77 岐　阜 62 広　島 73 沖　縄 14

栃　木 42 静　岡 32 山　口 5未定･不詳 24

群　馬 86 愛　知 127 徳　島 2

埼　玉 112 三　重 38 香　川 47

千　葉 80 滋　賀 15 愛　媛 21

東　京 94 京　都 13 高　知 4 総　数 1,621

資料出所：法務省

家族の帯同

対象 対象外

資料出所：ＪＩＴＣＯ

基本的に認めら

れない

受入れ機関

又は登録支

援機関によ

る支援

要件を満たせば

可能（配偶者、

子）

日本語能力

水準

試験等で確認

（技能実習２号を

修了した外国人

は試験等免除）

生活や業務に必

要な日本語能力

を試験等で確認

（技能実習２号を

修了した外国人

は試験等免除）

資料50　特定技能１号在留外国人数（2019年12月末現在） 資料49  特定技能のポイント

３年、１年又は

６か月ごとの更

新

１年、６か月又

は４か月ごとの

更新、通算で上

限５年まで

試験等での確認

は不要
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浜松市企画調整部国際課

浜松市多文化共生センター事業 浜松市外国人学習支援センター事業

多文化共生、外国人住民関連事業において以下の役割を担う 多文化共生に関する施策立案、ビジョン策定

　・市民活動と行政をつなぐ中間支援組織 庁内・関係機関との連携

　・地域社会におけるニーズの把握と先導的取り組み 国内自治体との連携

　・市民が主体となった活動の促進 世界の都市間ネットワークの構築

①相談・情報提供 ①日本語学習支援 (1)地域共生推進事業

　多言語相談、出張相談・支援 　外国人市民への日本語学習支援講座 ①外国人市民共生審議会

➁地域共生事業 ➁日本語学習等支援者養成講座 　外国人関連施策等に関する調査審議

　自治会による外国人対応等を支援　日本語ボランティア活動希望者の養成➁多文化共生推進協議会

　外国人と自治会の意見交換会開催③地域日本語学習支援事業 　多文化共生のまちづくりの推進

③多文化防災事業 ③外国人市民カウンセリング

　外国人住民参加の防災訓練 　いのちの電話と協力した相談事業

　災害時ネットワークの形成 ➃外国人市民への情報提供

　災害時多言語通訳人材の育成 ➃多文化理解・交流事業 　広報誌、各種ガイド、申請書等の多言語化

➃人材育成事業 　日本人と外国人向け多文化理解講座 　多言語ウェブサイトの運営

　外国人を支援する人材の育成 　多文化共生のためのイベント等の開催　防災時緊急情報メールの多言語配信

　国際理解教育の提供および支援 　転入外国人向けオリエンテーションツール

➄多様性を活かしたまちづくり事業 ➄多言語通訳支援事業

　行政窓口でもタブレット端末による通訳

➅外国人対応職員の配置

➅外国につながる次世代の学習支援事業　市民税課、住宅課、児童相談所等に配置

　不就学ゼロ作戦 (2)国際交流推進事業

　青少年向け社会参加、キャリア支援 ①国際機関への参加、都市連携事業

　外国人学校への日本語教師派遣 ➁外国青年招致事業

　 ③国際交流推進助成事業

資料出所：日本総合研究所（浜松市企画調査部国際課「平成30年度国際課業務概要」に基づき作成）

資料51　　浜松市の多文化共生施策の実施体制と活動内容

項目

　多様な文化の発信機会、イベント等

の支援､情報提供

主な

役割

具体的

活動

内容

　ＮＰＯ等と連携し、地域で活動する日

本語ボランティア等を対象とした日本語

学習支援事業

➅多文化共生理解促進・活動支援事

業

　多文化共生関連の活動を行う団体

・個人への助言・支援

➄外国人支援者のためのポルトガル語講

座

　外国人を支援する人材に向けたポルト

ガル語学習講座

公益財団法人浜松国際交流協会（ＨＩＣＥ）が運営を受託
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(人・％)

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

全国計1,658,804 13.6383,978 24.5318,278 6.6三 重 30,316 10.410,757 21.2 1,381 4.9

北海道 24,387 16.0 12,946 25.0 3,022△ 11.9滋 賀 20,058 16.4 5,194 27.6 794 △ 1.6

青 森 3,901 24.4 2,492 28.1 231 40.9京 都 20,184 15.8 4,925 30.5 4,286 15.5

岩 手 5,176 14.8 3,354 19.7 267 16.6大 阪105,379 17.020,838 27.028,094 8.0

宮 城 13,587 23.5 4,469 21.6 4,403 32.6兵 庫 41,083 19.011,856 31.4 8,651 8.9

秋 田 2,203 12.8 1,152 20.3 160 △ 2.4奈 良 5,563 35.2 2,441 35.2 525 11.5

山 形 4,496 19.8 2,528 30.5 98 24.1和歌山 2,809 17.3 1,248 37.9 189△ 11.3

福 島 9,548 17.4 4,320 29.5 1,102 16.6鳥 取 3,121 13.3 1,714 12.8 231 35.9

茨 城 37,245 6.2 14,351 8.9 2,691 13.2島 根 4,184 △ 2.6 2,005 3.7 187 32.6

栃 木 27,385 14.0 8,133 21.0 1,860 2.6岡 山 19,592 20.2 9,252 20.1 3,410 20.7

群 馬 39,296 13.8 10,145 23.7 2,904 25.1広 島 36,607 14.917,154 11.7 5,422 19.3

埼 玉 75,825 16.1 17,072 29.8 13,250 7.3山 口 8,518 10.3 3,975 16.4 1,299 △ 0.9

千 葉 60,413 10.9 14,744 23.0 13,295 △ 7.1徳 島 4,946 12.7 3,269 13.9 293 27.9

東 京 485,345 10.6 20,578 35.5147,015 3.5香 川 10,174 16.9 6,218 19.1 788 29.8

神奈川 91,581 15.6 12,642 29.3 13,011 13.1愛 媛 9,784 16.8 6,674 20.1 375 1.1

新 潟 10,430 17.0 4,272 30.2 1,739 18.2高 知 3,141 21.2 1,972 28.6 256 43.0

富 山 11,844 14.6 6,209 19.3 346△ 16.0福 岡 52,530 13.513,611 28.120,383 8.2

石 川 10,943 11.7 5,666 18.2 1,294 10.0佐 賀 5,423 3.1 2,744 16.0 1,447△ 12.6

福 井 9,125 5.5 4,598 17.7 298 33.0長 崎 5,977 10.0 2,648 7.6 1,278 18.7

山 梨 8,166 18.2 1,975 37.9 542 37.6熊 本 12,345 21.6 7,980 26.8 905 12.6

長 野 20,015 11.7 7,639 20.2 1,165 9.8大 分 7,368 17.8 3,796 22.7 1,536 2.5

岐 阜 35,396 13.2 14,293 22.8 2,077 5.6宮 崎 5,028 21.3 3,546 26.6 471 7.0

静 岡 64,547 12.5 15,308 27.7 3,998 12.7鹿児島 8,387 22.2 5,722 31.8 494 0.4

愛 知 175,119 15.5 43,210 29.7 18,133 20.1沖 縄 10,314 26.7 2,343 65.7 2,682 13.4

資料出所：厚生労働省
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項　　目 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

死　亡 24 23 29 35 25 35

６年間計 171

　実習中の事故死 28

　実習外の事故死 53

　病死 59

　自殺 17

　殺人又は傷害致死による死亡 9

　いずれに該当するか確定できない事案 5

　上記のうち溺死（水死） 25

失　踪 2,005 3,566 4,847 5,803 5,058 7,089

　ベトナム 496 828 1,022 1,705 2,025 3,751

　中国 1,177 2,313 3,065 3,116 1,987 1,594

　ミャンマー 7 7 107 336 216 446

　インドネシア 124 114 276 252 200 242

　カンボジア 58 284 656

　その他 336 346 400

資料出所：法務省
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資料45　外国人技能実習生の死亡・失踪の推移
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